
お  

。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視点 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）は、持続可能な世界の実現を目指すために、

2015 年９月の国連サミットで全会一致で採択され、世界のあらゆる国、企業を含む多様な組

織・人が協働で 2030 年に達成すべき共通目標である。たとえば、企業の価値は単に収益ではな

く「経済」「環境」「社会」の３側面、つまり経営と社会性の両立で評価される。中小企業には

関係がないという向きもあろうが、製商品・サービスが環境や人権問題に関係するものを使っ

ているなどで取引から排除される、ＳＤＧｓが判断材料の消費者の商品選択や公共調達などが

既に起こりつつあり他人事ではない。中小企業の認知度はまだ低いが、実際にＳＤＧｓを事業

のあり方の見直しや事業機会の発見、リスク低減などについての判断等のツールとして積極的

にとらえ、顧客や社会から在ってほしい・無くてはならない存在として高く評価され、事業継

続性の見込まれる経営を実現させている中小企業がある。そこで、ＳＤＧｓの意義や、今後、

中小企業が主体的にこれを生かすヒントを、こうした中小企業の取組事例から見ていきたい。 

 

要旨 

 ＳＤＧｓは中小企業の事業継続に大きなヒントになる。対応しないリスクもある事を理解

のうえ事業の機会発見・再構築などに生かし、事業継続力を高めることが肝要である。 

 中小企業事例として、食品ロスを発酵技術で養豚用液状飼料とし持続可能な食品リサイク

ルを実現した株式会社日本フードエコロジーセンター、環境負荷や健康に配慮した紙・イ

ンキ、再生可能エネルギーの利用など環境印刷で全社員参加のＳＤＧｓを本業に実装する

株式会社大川印刷、来年は創業 400 年を迎える和菓子の老舗で、本業を通じて和菓子や地

域の文化伝承、画期的な新商品開発・地域資源活用、高齢者活用等のダイバーシティ経営

など経営革新につながる ＣＳＲ E

シーエスアール

A・ＳＤＧｓ活動を行う株式会社虎屋本舗の３社を紹介する。 

 上記３事例では、ＳＤＧｓへの対応を本業に取り込み、経済・環境・社会のバランスを取

った「稼ぐ力」と「社会課題解決」の両立で事業継続力を向上させている。 
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はじめに                                    

最近、17 色のカラーホイールのピンバッジを付けた人を見かけることが多くなった

（図表１）。このバッジは、国連で 2015 年に採択されたＳＤＧｓ（Sustainable 

Development Goals）で目指す 17 の「持続可能な開発目標」を現している。17 の目標

とは、環境・人権・貧困・飢餓・教育・平和など、持続可能な世界の実現のために全て

の国の様々な主体で取り組むべき地球規模での課題解決のためのものである。 

国連や地球規模と聞くと、中小企業経営者の多くは国や大企業などの「他人事」に思

えるかもしれない。確かに、日々の経営が大変な中で、ＳＤＧｓを「自分事」として自

らの経営に引きつけて考えられる経営者は多くないかもしれないが、国内でも大企業、

とりわけ上場企業では担当を設けて取組内容を情報発信することが普通になってきて

いる。この背景として、年金基金などの機関投資家だけでなく個人投資家も投資先の選

択に ＥＳＧ
イーエスジー

（環境・社会・企業統治）というＳＤＧｓに関係する視点を重視する流れ

が大きくなり、また、ＳＤＧｓへの対応がブランド力を高める、ビジネス取引の要件と

なるなどがある。さらに、対応企業向けの融資商品や私募債の登場、倫理的で人間・社

会・環境に配慮した製品・商品・サービスを積極的に選択する消費者のエシカル消費の

増加などもある。また、ＳＤＧｓは大学等の教育でも取り上げられ、学生の認知・関心

は思いのほか高いようで、こうした点も企業側は留意する必要があろう。 

ＳＤＧｓに取り組む大企業等のサプライチェーン（原材料段階を含めた調達から販売

でユーザーに届き廃棄まですべてのビジネスプロセス）に属する中小企業が対応を求め

られるなどは現実となりつつある。その象徴的なイベントとして、2020 年の東京オリ

ンピック・パラリンピックは、施設利用電力の脱炭素化や物品納入が「持続可能性に配

慮した調達コード」で行われる初のＳＤＧｓ五輪である。2025 年の日本国際博覧会（大

阪・関西万博）でも、サブテーマの文言に「持続可能な社会・経済システム」とある。 

中小企業の多くは、まだ身近には感じにくいかもしれないが、流れは確実に大きくな

りつつある。情報収集を行い、自らの事業とどう関連付けてリスクを回避しながら積極

的に事業継続力に結び付けていくかを考えるべきであろう。本稿ではそのきっかけとし

て、既に成果を上げている中小企業の取組内容や考え方などを紹介したい。 

目次 
はじめに 
１．中小企業の事業継続性に資する「ＳＤＧｓ」とは  
（１）ＳＤＧｓは全ての国の様々な主体で目指す持続可能な世界実現への目標 
（２）望まれる中小企業のＳＤＧｓへの認知・理解の向上 
（３）ＳＤＧｓは事業継続性のあるビジネスチャンスへのヒント 
２．ＳＤＧｓへの取組みが事業継続性を向上させる中小企業事例 
（１）株式会社日本フードエコロジーセンター…食品リサイクルで目指す持続的成長 
（２）株式会社大川印刷…ＳＤＧｓを経営に実装し差異化された価値を創出 
（３）株式会社虎屋本舗…本業と社会貢献の一体化が創出する事業継続力 
３．中小企業事例からのＳＤＧｓ実践への示唆と取組みのヒント 
（１）事例３社のＳＤＧｓの実践からの示唆 
（２）中小企業がＳＤＧｓへの対応をスタートするための事例企業からのヒント 
おわりに 



         ©信金中央金庫 地域･中小企業研究所 

 

    産業企業情報 ２０１９－３     ２０１９．８．５    

2 

１．中小企業の事業継続性に資する「ＳＤＧｓ」とは               

（１）ＳＤＧｓは全ての国の様々な主体で目指す持続可能な世界実現への目標 

ＳＤＧｓは、01 年に策定されたＭＤＧｓ（ミレニアム開発目標：

Millennium Development Goals）の後継として、持続可能な世界

を実現するために 15年９月の国連持続可能な開発サミットで採択

となった「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（行動計画）」

に記載された 16 年から 30 年までの国際目標である。解決すべき

課題として、グローバル化による地域経済格差の拡大、人権、貧

困、飢餓、教育、平和などがある。また、環境面でも人間の活動が生態系の破壊や気候

変動など地球規模で変化を引き起こし、既に限界を迎えている面があるともいわれてい

る。持続可能な開発・成長のためにはこれら山積する課題の解決が避けて通れないこと

を反映し、国連加盟全 193 か国が合意したものである。このため、図表２のような 17

の目標（ゴール）が掲げられ、それらの目標を実現するための 169 のターゲットも設定

された。 

このＳＤＧｓへの流れのメインとなった前身のＭＤＧｓは、2000 年９月の国連ミレ

ニアム・サミットで採択され、15 年までに達成すべき８つのゴールを掲げて先進国を

（図表１）ＳＤＧｓの 17 色 

カラーホイール 

 
（備考））国際連合広報センターＨＰより 

（図表２）ＳＤＧｓの 17 のゴールとロゴマーク 

 

（備考）国際連合広報センターＨＰより信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

①貧困：貧困をなくそう ⑪都市：住み続けられるまちづくりを
②飢餓：飢餓をゼロに ⑫生産・消費：つくる責任 つかう責任
③保健：全ての人に健康と福祉を ⑬気候変動：気候変動に具体的な対策を
④教育：質の高い教育をみんなに ⑭海洋資源：海の豊かさを守ろう
⑤ジェンダー：ジェンダー平等を実現しよう ⑮陸上資源：陸の豊かさも守ろう
⑥水・衛生：安全な水とトイレを世界中に ⑯平和：平和と公正をすべての人に
⑦エネルギー：エネルギーをみんなにそしてクリーンに ⑰実施手段：パートナーシップで目標を達成しよう
⑧成長・雇用：働きがいも経済成長も
⑨イノベーション：産業と技術革新の基盤をつくろう
⑩不平等：人や国の不平等をなくそう
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中心として途上国の発展を図る国際社会

の共通目標であった（図表３）。 

その一方で、92 年の「国連環境開発会

議（地球サミット）」からの流れとして、

12 年の「国連持続可能な開発会議」（通

称リオ＋20：リオプラストゥエンティー）

においても、持続

可能な開発のため

に経済・環境・社

会の３つの軸のバ

ランスが取れた社

会が構築されてい

くことが不可欠と

いう認識が共有さ

れていた。この 12

年の「リオ＋20」

は、92 年の「国連

環境開発会議」の「環境と開発に関するリオ宣言」や、それを具体化するための実行計

画「アジェンダ 21」の制定から 20 周年を迎えることを機に、同開発会議のフォローア

ップ会合として開催されたものである。 

こうした図表４のような流れがあり、持続可能な世界を実現するために、ポストＭＤ

ＧｓたるＳＤＧｓにはリオ＋20 の環境保全や持続可能な循環型社会などを基盤とする

グリーン経済などの考え方も取り込まれ、地球規模で総合的に取り組む持続発展に不可

欠な目標として策定された。 

また、15 年 12 月の「気候変動枠組条約第 21 回締約国会議」で採択された「パリ協

定」も、気候変動への取組みに必要な措置を講じる普遍的な協定であり、ＳＤＧｓ達成

にとっても重要な要素とされている。 

前述のとおり、ＭＤＧｓは先進国が途上国の発展を図るといった構図に対して、ＳＤ

Ｇｓは図表５の５つの特長にも現れているように、経済成長・社会的包摂 1・環境保護

の３つの不可分の側面があり、

人間と地球のためにこれら３

つを統合して“全員参加”で調

和を図るために成すべき事が

リスト化されたものである。 

                            
1
 社会的弱者を含めて全ての人を社会の一員として取り込み相互に支え合う事 

（図表３）ＳＤＧｓの前身であるＭＤＧｓの８つのゴール 

 
（備考）国際連合広報センターＨＰより信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表４）ＳＤＧｓへの流れ 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表５）ＳＤＧｓの５つの特長 

 
（備考）経済産業省経済産業政策局産業資金課資料（2018 年 11 月）より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

ＳＤＧｓ
2015年９月採択

ＭＤＧｓ
2000年９月採択

国連環境開発会議
「環境と開発に関するリオ宣言」
具体的行動計画「アジェンダ21」

1992年６月採択

国連持続可能な開発会議
成果文書「我々の求める未来」

2012年６月採択
（ＳＤＧｓを策定するに当たり、本会議ですべての
国々に普遍的に適用できる主要な持続可能な開
発目標をいくつか設定する必要性について合意）

気候変動枠組条約第３回締約国会議
「京都議定書」

1997年12月採択
2005年２月発効

気候変動枠組条約第21回締約国会議
「パリ協定」

2015年12月採択
2016年11月発効

＋

①普遍性：先進国を含め，全ての国が行動
②包摂性：人間の安全保障の理念を反映し「誰一人取り残さない」
③参画性：全てのステークホルダーが役割を果たす
④統合性：社会・経済・環境に統合的に取り組む
⑤透明性：定期的にフォローアップ
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ＭＤＧｓの段階では、我が国の場合も政府開発援助（ＯＤＡ）を通じて行われるもの

として、中小企業や一般市民にとってはあまり馴染みがなかった。しかし、ＳＤＧｓは、

先進国・途上国を問わずすべての国、様々な主体が役割を果たし、パートナーシップで

の協働により“世界中の誰一人として取り残さず（leave no one behind）”、地球規

模での課題に取り組み解決すべき目標となっている。すなわち、持続可能で多様性と包

摂性のある社会の実現のために、世界中の行政（国・地方自治体）、市民社会（ＮＰＯ・

ＮＧＯ等）、教育・研究機関、投資家、民間企業、消費者など多様な関係者がそれぞれ

の役割を果たし、パートナーシップのもとで課題解決に取り組むことを求めている。大

企業だけが取り組めば経済成長や環境、人権などの問題が解決するわけではないし、特

定の国だけで地球規模で関連しつつ存在する様々な課題が解決できるものでもない。間

違いなく中小企業も参加メンバーの一員である。 

ちなみに、政府では 16 年５月に総理大臣を本部長とする「持続可能な開発目標（Ｓ

ＤＧｓ）推進本部」を立ち上げ、12 月に「持続可能な開発目標実施指針」を策定した。

その中で、『民間企業（個人事業者も含む）』2とわざわざ個人事業者という言葉が掲

げられており、業種・規模を問わずすべての企業が対象ということがよく現れている。 

（２）望まれる中小企業のＳＤＧｓへの認知・理解の向上 

ＳＤＧｓは、大企業では主にＣＳＲ3担当部署などを主管として取り組み、企業とし

ての考え方や対応状況を

発信するなどかなり浸透

してきている。この他、

社会的な課題に取り組む

ＮＰＯ・ＮＧＯ、地域の

持続発展に様々な問題を

抱える地方自治体、大学

等の教育機関などでも取

り組むところが増えてい

る。また、地域・消費者

などの変化や環境・人権

問題などに感度の高い一

部の中小企業でも、次章

の事例のように注目され

                            
2
 この中でステークホルダー（利害関係者）の連携について、「省庁間は国と自治体の壁を越え、公共セクターと民間セクターの垣根も越えた形で、

NPO・NGO、有識者、民間セクター、国際機関、各種団体、地方自治体、議員、科学者コミュニティ、協同組合など、広範なステークホルダーとの

連携を推進していくことが必要である。」、また、民間企業について「ＳＤＧｓの達成のためには、公的セクターのみならず、民間セクターが公

的課題の解決に貢献することが決定的に重要であり、民間企業（個人事業者も含む）が有する資金や技術を社会課題の解決に効果的に役立ててい

くことはＳＤＧｓの達成に向けた鍵でもある。」としている。 
3
 ＣＳＲ（企業の社会的責任：Corporate Social Responsibility）とは、企業の社会に対する責任ある行動。企業は、法令遵守や適正利益の獲得、

配当の実施などにとどまらず、適正な雇用、環境・地域課題への対応など、顧客・従業員・仕入先・地域住民その他の様々なステークホルダーに

対して果たすべき社会的責任を負っている。 

（図表６）「持続可能な開発目標」をキーワードとした掲載記事件数の推移 

 
（備考）１．日経テレコンにより「持続可能な開発目標」をキーワードに記事件数を検索し、信金中央金庫 地域・中小企業

研究所作成 
２．検索対象は日経各紙および全国紙（朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、共同通信ニュース、時事通信ニュース、

ロイター通信ニュース、ＮＨＫニュース）、専門紙２紙（日刊工業新聞、フジサンケイビジネスアイ） 
３．19 年度は４月１日から７月 31 日までで 967 件 
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る取組みを主体的・積極的に進めている。 

日経各紙や全国紙などで「持続可能な開発目標」をキーワードに年度別に掲載記事件

数の検索をしてみると、13 年度はわずかに６件であったが、16 年度の 241 件から 17

年度 863 件、さらに 18 年度は 1,840 件へと近年急増している（図表６）。19 年度も７

月末まで４か月で 967 件に達している。政府などからの情報や、企業・自治体等の取組

みが多くなるなど、関心の高まりや実際の活動の増加を反映していると考えられる。 

旗振り役の政府にとっては、既に動き出している大企業に対して、民間企業の大半を

成すにもかかわらず後述のとおりＳＤＧｓの認知度が低い中小企業は、取り組みを促す

べき主要な対象といえよう。実際、18 年６月には環境省が中小規模の企業を主な対象

として取組みを後押しするため、『すべての企業が持続的に発展するために－持続可能

な開発目標（ＳＤＧｓ）活用ガイド－』を発表した。一方、外務省でも様々な取組みを

紹介するジャパンＳＤＧｓアクションプラットフォームを創設して情報発信するとと

もに、17 年からＳＤＧｓの先進的取組みを行っている企業や団体などを表彰する「ジ

ャパンＳＤＧｓアワード」を実施し、大企業や地方自治体、大学、小学校、協同組合、

ＮＰＯ、そして次章の中小企業事例３社を含む民間企業も受賞し注目を集めている。 

では、実際に中小企業のＳＤＧｓの認知度はどの程度なのであろうか。図表７と図表

８は、18 年 12 月発表の関東経済産業局の管内１都 10 県の 500 者の中小企業を対象と

した、ＷＥＢアンケート調査による『中小企業のＳＤＧｓ認知度・実態等調査結果』か

ら作成したグラフである。 

図表７で、ＳＤＧｓを「全く知らない」が 84.2％にものぼり、「ＳＤＧｓに関心が

高く行動力のある層」はわ

ずか 2.0％にとどまってい

る。「ある程度知っていて

も行動にまで結びついて

いない層」の 13.8％を含め

ても、知っているのは

15.8％（＝2.0％+13.8％）

である。残念ながら、ＳＤ

Ｇｓは中小企業にあまり

認知されていないという

結果である。 

次に、図表７で「ＳＤＧ

ｓに関心が高く行動力の

ある層」の 2.0％以外の、

「全く知らない」か「ある

程度知っていても行動に

（図表７）中小企業のＳＤＧｓ認知度・対応状況 

 
（備考）１．関東経済産業局『中小企業のＳＤＧｓ認知度・実態等調査結果』（WEB アンケート調査）2018 年 12 月より信金中央金庫 

地域・中小企業研究所作成 

２．民間調査会社登録モニターで関東経済産業局管内１都 10 県に本社が所在する中小企業代表者 500 者が対象 

1.2

0.8

5.8

8.0

84.2

0 20 40 60 80 100

既に対応・アクションを

行っている

対応・アクションを

検討している

内容は知っているが

特に対応検討していない

聞いたことはあるが

内容は詳しく知らない

全く知らない

（％）

ある程度は知っていても行動

にまで結びついていない層

（13.8％）

ＳＤＧｓに関心が高く行動力のある層

（2.0％）



         ©信金中央金庫 地域･中小企業研究所 

 

    産業企業情報 ２０１９－３     ２０１９．８．５    

6 

まで結びついていな

い層」（調査対象 500

者のうち 490 者）に、

ＳＤＧｓの内容を説

明のうえ印象を聞い

たものが図表８であ

る。概ね、①「目新

しさはなく、既に自

社で取り組んでいる

ものである」の 3.5％

（17 者）、②「取組

の必要性は理解する

が、何から取り組ん

でいいかわからない」という取り組み方に課題のある層が 14.3％（70 者）、③「必要

性は理解するが、取り組む余裕がない」38.4％（188 者）と「経済活動に比べると、社

会貢献・社会課題解決に取り組む優先度は下がる」8.2％（40 者）は余裕のなさや経済

活動優先の考え方により取組みが進まない層で計 46.5％（228 者）、④「大企業が取り

組むべきものであり、自社には関係ない」12.7％（62 者）と「国連で採択したもので

あり、自社には関係ない」23.1％（113 者）はまったくの無関心層で計 35.7％（175 者）

の４つに分けられるのではないだろうか。②～④の計 96.5％（473 者）は、ＳＤＧｓの

認知・正しい理解や実際の取組みにつなげるための啓蒙、支援が望まれる。③の意識や

関心度がやや低い層と④の無関心層が 82.2％にものぼり、我が国の中小企業は多くが

ＳＤＧｓのスタートラインにも立っていない状況といえる。よく理解されていないこと

もあるが、そもそもこれまでに知る機会自体がなかったことも大きいのではないか。 

しかし一方では、次章の事例中小企業にみるとおり、既に積極的にＳＤＧｓをとらえ

事業の位置付け・あり方を明確化して自社の本業に取り込み、積極的な情報発信もする

ことで広く多様なステークホルダーから高く評価されて事業の展開力・持続性・収益性

などの向上を実現させているところもある。 

（３）ＳＤＧｓは事業継続性のあるビジネスチャンスへのヒント 

図表９は、中小企業を含む企業がＳＤＧｓを利用すべき理由およびＳＤＧｓへの対応

から受けるメリットである。 

①は、ＳＤＧｓが世界的な流れということになれば、これに沿った社会的な課題解決

策を収益性も伴い事業化する企業には大きなビジネスチャンスが存在することになる。 

②では、環境負荷などに対して関連する企業が負担（対応費用を直接負担、税金や罰

金などの形で負担、あるいは、製商品・サービスの受益者にその負担分を価格転化する

などで負担）する流れが強くなっている。もちろん、消費者やＥＳＧ投資を通じた投資

（図表８）ＳＤＧｓを知らないか対応を検討・実施していない中小企業のＳＤＧｓに対する印

象（単一回答） 

 
（備考）１．関東経済産業局『中小企業のＳＤＧｓ認知度・実態等調査結果』（WEB アンケート調査）の 2018 年 12 月より信金中央金庫 

地域・中小企業研究所作成 

２．対象は図表７で「全く知らない」と「ある程度は知っていても行動には結びついていない層」 

23.1%

12.7%

8.2%

38.4%

②14.3%
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家の目も厳しくなっている。ということは、ＳＤＧｓに対応して環境や人権その他課題

となっていることに十分に配慮した事業として価値を創出することが、顧客その他から

の評価を高めブランド力や新たな市場開拓、優秀な人材確保などを通じて収益力を向上

させるなど企業の持続可能性を高めることになる。このため、ＢtoＣだけでなくＢto

Ｂの取引においても企業は自らの製商品・サービスのサプライチェーン全体を対象に配

慮する方向性になっている。 

③は、世界の国がＳＤＧｓに取り組むということは、今後の政策はその方向で進むこ

とを意味する。したがって、ＳＤＧｓの方向性に合わせることが企業の信頼度向上や多

様なステークホルダーから理解を得やすくなる。逆に方向性を無視すれば、法的リスク、

評判リスクなど様々な“対応しないリスク”が表面化する可能性は相対的に高くなろう。 

④は、①から③までが直接的であるのに対してやや間接的なメリットである。しかし、

企業が成り立っていくために、社会と市場の安定は不可欠な要素であるし、③までと同

様に、他と相互に関連しているともいえよう。 

⑤は、利害関係者との間の相互理解を進めるための共通言語としてＳＤＧｓが役割を

果たすということである。すなわち、目標と過程、その評価基準を示し、進捗をモニタ

リングしていくため、具体的なモノサシを基準にコミュニケーションが図れる。また、

忘れてはならないこととして、ＳＤＧｓで目指す目標を単独で果たす事はハードルが高

いといわれるため、協働できるパートナーの重要性がある。そのパートナーとの協働に

おいても、ＳＤＧｓで目標とその過程を明らかにしておくことは、コミュニケーション

が取りやすく、パートナー探しや実際の協働に重要な意味を持つということである。 

ＳＤＧｓは中小企業には関係がない、余裕がないと端から否定するのではなく、外部

環境がそうした方向に動き出しているのであるから、その流れに沿って将来的にどのよ

うなリスクの管理・対応が必要となるのか、また、どのような観点から事業を考えるこ

とが事業を持続発展させるビジネスチャンスにつながるのかなどを判断する基準とし

てＳＤＧｓをとらえ、自社の事業を再確認・再考してみることが肝要であろう。 

（図表９）企業がＳＤＧｓを利用すべき理由・メリット 

 
（備考）SDG Compass（日本語版）の「企業が SDGs を利用する理論的根拠」を参考に信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

① 将来のビジネスチャンスの見極め

地球規模の課題に対して、公的ないしは民間の投資の流れをＳＤＧｓに沿う方向に
転換することを狙いとしており、そのために、革新的なソリューション（解決方
法）や抜本的な変革を進めていく企業には成長の方向性・市場を明確に示してい
る。

② 企業の持続可能性に関わる価値向上
企業は、環境負荷への対応など持続可能性のための配慮を事業に組み込むことで、
ブランド力強化、新市場開拓、売上高向上、優秀な人材採用、離職率低下などを通
じて企業価値の維持向上を図ることができる。

③
ステークホルダーとの関係の強化、
新たな政策展開との同調

ＳＤＧｓは、国際、国家、地域レベルでのステークホルダー（利害関係者）の期待
と将来の政策の方向性を表している。したがって、企業が事業活動をＳＤＧｓの方
向性に合わせることは、顧客、従業員その他のステークホルダーとの協働の強化な
ど関係性や信頼性を強化できる。一方、合わせられない企業は、法的あるいは評判
などに関するリスクを負うようになる。

④ 社会と市場の安定化

企業の成功にはその基盤たる社会が機能しなければならない。ＳＤＧｓを達成する
ことは、ルールに基づく市場、透明な金融システム、腐敗がなく良くガバナンス
（企業統治）された組織など、ビジネスの成功に必要な基盤の構築を支援すること
になる。

⑤ 共通言語の使用と目的の共有

ＳＤＧｓは、目指す目標とその過程および評価基準を具体的に示すことで、それが
共通言語となり、企業がその影響やパフォーマンスについて一貫性を持ってより効
果的に様々なステークホルダーと意見交換ができる。それとともに、緊急な社会的
課題に取り組むために相互に協力できるパートナーを結びつける。
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２．ＳＤＧｓへの取組みが事業継続性を向上させる中小企業事例           

（１）株式会社日本フードエコロジーセンター…食品リサイクルで目指す持続的成長 

イ．企業概要 

食品スーパーなどの食品残さから発酵により液状飼

料を生産し提携養豚場に供給する当社の事業は、大手私

鉄の小田急グループが主体となって 2005年 10月に開設

された小田急フードエコロジーセンターに始まる。現社

長の高橋巧一氏は子供の頃から自然や環境に強い関心

を持ち、立ち上げたベンチャー企業で農林水産省の補助

金や大学の協力などを得て発酵液状飼料を開発、これに

着目した小田急グループで事業化した、という経緯であ

る。高橋社長は、同フードエコロジーセンターの顧問と

して中核的な役割を担った。 

しかし、事業基盤を確かなものとするためにはよりス

ピーディーな展開が必要と判断した高橋社長は、小田急

グループの同意の下、2013 年 10 月に会社新設分割で株式会社日本

フードエコロジーセンターを設立、事業を継承して現在に至って

いる（図表 10、図表 11）。 

モチベーションの高い異業種での豊富な経験を持つ人材や女

性・障害者など役職員 35 人の多様な能力を活用し、小田急グルー

プを含む約 180の食品関連事業所から処理費用を徴収して 35トン

/日の食品廃棄物を受入れ、これを原料に発酵液状飼料を生産して

15 戸の契約養豚事業者に 40 トン/日を販売している。また、当社の発酵液状飼料で肥

育された豚の肉は、低コレステロールで健康に良いオレイン酸含有率が高くブランド化

もされ、百貨店や大手食品スーパーなどで販売されている。 

ロ．食品リサイクル・ループの構築が生み出す共創価値 

当社の事業は、①食品廃棄物処理と②飼料製造という二つの側面があり、図表 12 の

ような食品リサイクル・ループの中で重要な役割を担っている。 

①の食品廃棄物処理では、2001 年に食品リサイクル法が制定され年間 100 トン以上

を排出する食品関連の事業者は発生抑制や再利用が求められ、目標未達の場合には罰則

も有り得ることとなった。それでも食品残さは依然として大量に発生している。2016

年度推計では、賞味期限前などの可食分、いわゆる食品ロスだけで事業系 352 万トン、

家庭系 291 万トンの合計 643 万トンにもなっている。これは、国連の食糧支援機関（国

連ＷＦＰ）の年間食糧援助量 350 万トンの 1.8 倍である。食品由来の廃棄物全体では

2,759 万トンにのぼり、このうち 1,076 万トンが焼却・埋立処分されている。ちなみに、

焼却されるゴミの半分は食料廃棄物が占め、トン当たり４～５万円もの焼却費がかかり、

（図表 10）株式会社日本フードエコロジーセンターの概要 

 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表 11）高橋巧一社長 

 
（備考）信金中央金庫地域・中小企業研

究所撮影 

社　　名 株式会社日本フードエコロジーセンター

代 表 者 代表取締役　高橋巧一

所 在 地 神奈川県相模原市中央区田名塩田１-17-13

創　　業

2005年10月、株式会社小田急ビルサービス環
境事業部で小田急フードエコロジーセンターとし
て事業開始。2013年10月に会社分割により、株
式会社日本フードエコロジーセンター設立

資 本 金 1,000万円

年　　商 3億1,100万円（2019年３月期）

役職員数
35人（役員3人、正社員11人、パート・アルバイト
21人）

事業内容
食品リサイクル事業（廃棄物処分業、飼料製造
業、その他

当社の概要
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多くの税金も投入されている。埋立てでも

処分場不足などの問題がある。 

恵方巻などの食品ロスが話題となってい

るが、発生自体を抑制しつつ持続可能な食

品リサイクル・ループの仕組みの構築が不

可欠といえ、当社では事業系食品ロスを原

料として利用している。 

②の飼料製造業では、主流の乾燥配合飼

料は原料を輸入穀物に依存し穀物市況と為

替の変動にコストが大きく左右される。さ

らに、腐敗防止のための乾燥に多くのエネルギーを使

い高価格となり、製造時のＣＯ２排出も多い。当然、

飼料代が生産コストの過半を占める養豚農家の経営

に与える影響は大きい。 

こうした課題がある中で、重要な役割を果たすべき

食品リサイクル業者の大半は、多額の設備投資負担な

どから赤字とされる。高橋社長は、食品リサイクル・ループ全体で事業継続を可能とす

ることを念頭に、食品ロスを原料とした高品質・低コストの飼料生産の事業化を構想・

実現していった。 

低コスト生産を可能とする発酵液状飼料は、高橋社長がヨーロッパで行われている液

状飼料による養豚に着目し、腐敗の問題を高コストの乾燥ではなく乳酸菌発酵で解決す

ることを思いつき、開発したものである。２週間の常温保存が可能で、乾物換算で通常

の飼料の半分程度の販売価格を実現している。この低価格実現の背景には、発酵技術に

加えて設備を社内で設計しコンピュータによる高度な制御や複雑な機械を使わず投資

負担を大幅に抑制したことが大きく寄与している。メンテナンスも自分達で行ない、設

備は稼働開始以来１日の休みもなく動き続けている（図表 13）。なお、この技術は「食

品残さを活用した発酵リキッドフィーディングの開発」というタイトルで 08 年の第６

回産学官連携功労者表彰農林水産大臣賞を受賞している。 

高橋社長は食品リサイクル・ループに関与する事業者全体でのＷｉｎ-Ｗｉｎの関係

実現に注力している。食品リサイクル・ループ全体として環境などに配慮し、社会的課

題を解決しつつ経営的にも持続性を確保するエコシステムを成立させるということで

ある。まさに、ＳＤＧｓの目標にある「つくる責任つかう責任」「パートナーシップで

目標を達成しよう」「働きがいも経済成長も」等々といえる。 

具体的には、廃棄事業者から徴収する原料となる食品ロスの処理料は地方自治体が決

めている単価以下であり、食品廃棄事業者には当社利用のメリットがある。東京近郊の

自治体で焼却処分費はキログラム当たり 25 円（トン当たり 25,000 円）以上に設定され

（図表 12）株式会社日本フードエコロジーセンターの食品リサイクル・ループ 

 
（備考）株式会社日本フードエコロジーセンター資料に一部加筆修正 

（図表 13）整然とし臭いも少ない工場内 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

日本フードエコロジーセンター
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ているが、当社は１トン当たり 16,000 円の処理料

と負担は軽減される。実際にこの取組みに参加した

食品廃棄事業者では、ＳＤＧｓへの理解が深まり、

廃棄量削減や分別の徹底などが進展しており、こう

したリサイクル・ループへの参加を自身のＳＤＧｓ

活動の一環として活用・アピールすることもできる。 

一方で、畜産農家にとっても液状発酵飼料は従来の

乾燥飼料より安価なうえ肉質向上も図れる。家畜にと

っては、液体のため粉塵がなく肺炎などが起き難く乳

酸菌の効果もあるなど健康面にメリットがあり、抗生

剤などの使用も減らせる。さらに、畜産農家が発酵液状飼料を安定的に利用しやすいよ

うに豚肉の販売先確保などの営業活動を当社が無償で支援している。また、製造工程で

発生するＣＯ２の量は乾燥タイプの食品残さ等を利用して製造された飼料や一般的な

輸入原料による配合飼料の４分の１に抑えられている。加えて、液状発酵飼料で肥育さ

れた豚はブランド化され差別化商品として百貨店や食品スーパーで販売されているこ

ともある。このため、積極的に経営力向上を目指す養豚農家の関心は高い。 

なお、当社を含む食品リサイクル・ループ全体のパートナーシップで共創価値を生み

出すこの取組みは、2018 年に第２回ジャパンＳＤＧｓアワードで極めて顕著な功績が

あったとして「ＳＤＧｓ推進本部長（内閣総理大臣）表彰」や、多摩信用金庫が主催し

優れた技術や製品を評価する「技術・製品部門（多摩ブルー賞）」と新しいビジネスモ

デルを評価する｢経営部門（多摩グリーン賞）｣からなる第 16 回多摩ブルー・グリーン

賞の「経営部門（多摩グリーン賞）最優秀賞」を受賞している（図表 14）。 

ハ．持続可能なビジネスモデルのさらに幅広い展開を目指す 

今後の展開として、当社近接地で飼料原料に相応しくない食品残さの活用でバイオマ

ス発電に取り組むことや、神奈川県内で農場をリニューアルし、発酵液状飼料による養

豚、産品を農場内のレストランで提供、食品廃棄や養豚の糞尿をバイオマス発電に活用

するなどサステナブル（持続可能）な複合施設「サスティナブルファーム」の開設を計

画をしている。ここに子豚を供給する株式会社エコロジーファーム（栃木県）は既に

17 年に設立しており、年間 1,000 頭の供給を行う。 

当社には現在でも学生その他国内外から多数の見学者が頻繁に訪れ、食品リサイク

ル・ループやＳＤＧｓなどについて学んでいるが、サスティナブルファームでは見学だ

けでなく様々な体験もできるようにする。さらに、箱根など近隣観光地への誘導なども

含め、地域資源を活用した活性化の役割も考えている。 

現在は首都圏の養豚の実情に合わせたビジネスモデルだが、将来的には全国のそれぞ

れの地域の畜産に合わせた持続可能なビジネスモデルでコンサルティングも含めた展

開を進めていく方針であり、ＳＤＧｓに沿ったさらなる活躍が期待される。 

（図表 14）第２回ジャパンＳＤＧｓアワード「ＳＤＧｓ推進本部長

（内閣総理大臣）表彰（左側）と多摩信用金庫第 16 回多摩ブル

ー・グリーン賞経営部門最優秀賞（右側）受賞時の写真と盾 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 
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（２）株式会社大川印刷…ＳＤＧｓを経営に実装し差異化された価値を創出 

イ．企業概要 

当社は、横浜市戸塚区の役職員 38 人、2019 年３月期年

商５億 8,000 万円の総合印刷業である。1881 年（明治 14

年）に初代が医薬品のラベルをはじめとする総合印刷業と

して創業した（図表 15）。1923 年の関東大震災での被災、

44 年の戦火による工場や東京営業所の焼失といった経営

危機を乗り越え今年で創業 138 年、現社長は 05 年に就任

した６代目である（図表 16）。 

取引先には、大手製薬会社、環境への配慮で知られるア

メリカのアウトドアブランドの日本支社、横浜の駅弁で著

名な企業、国連ＷＦＰ協会（国連世界食糧計画（ＷＦＰ）

を支援する認定ＮＰＯ法人）などが名を連ねている。 

現社長は、「環境印刷」をキーワードに自社を「Social 

Printing Company（社会的印刷会社）」とし、森林認証紙 4（19

年度目標使用率 65％）や石油系溶剤を含まないノンＶＯＣイ

ンキ 5（同 90％）を使用した印刷を推進している。さらに、16

年には「ゼロカーボンプリント」6を展開する我が国唯一の印

刷会社となった。本業での社会的課題の解決こそが使命として

03 年頃からはＣＳＲへの取組みを開始した。ＳＤＧｓについ

ては、17 年から全社員参加でグループ毎のワークショップに

より身近な事柄に引き寄せて議論するボトムアップ型で経営計画に実装している。 

この結果、2018 年 11 月に環境配慮製品やサービスの優先的購入を進めるグリーン購

入ネットワーク 7主催の第 19 回グリーン購入大賞で「大賞」と「環境大臣賞」をダブ

ル受賞、12 月には外務省の第２回ジャパンＳＤＧｓアワードで特筆すべき功績があっ

たと認められる企業として特別賞の「ＳＤＧｓパートナーシップ賞」を受賞するなど、

当社のＣＳＲ・ＳＤＧｓ活動は各方面から高い評価を得ている。 

ロ．ＳＤＧｓ活用による基本理念の浸透で組織文化を改革し経営持続力を獲得 

現社長のＣＳＲやＳＤＧｓの取組みにつながった要因は、大きく二つが考えられる。 

第一に、バブル崩壊後の大きな構造転換時、しかも、準備不足の中、想定より早い時

期に事業を背負うことになり苦労をした経験から、経営理念を再確認したことである。

                            
4 違法伐採されていない適切な管理の森林からの木材チップで作られたことが認証された紙 
5 環境や人体に有害な揮発性有機化合物を含まないインキ 
6
 北海道下川町の森林バイオマス活動事業、横浜市の水源の山梨県県有林温暖化対策プロジェクト、一般家庭の太陽光パネル設備導入における発電

事業、海洋資源を活用した「横浜ブルーカーボン」プロジェクトなどへの投資でクレジット（温室効果ガス排出削減量の認証）を調達し、算出さ

れた自社の印刷事業で排出されるＣＯ２量をカーボン・オフセット（ＣＯ２排出量の打ち消し。当社では年間 180ｔ）している。 
7
 環境負荷の低減や社会的責任の遂行に努める事業者から優先して製品やサービスを購入するグリーン購入に関する情報発信・普及促進を図る緩や

かな組織で、企業・行政・民間団体で構成される（2019 年６月 20 日現在で会員団体は企業 1,115、行政 110、民間団体 125 の合計 1,350）。 

（図表 15）株式会社大川印刷の概要 

 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表 16）大川哲郎社長 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

社　　名 株式会社大川印刷

代 表 者 代表取締役　大川 哲郎 （６代目）

所 在 地 横浜市戸塚区上矢部町 2053

創　　業 1881年（設立1988年）

資 本 金 2,000万円

年　　商 5億8,000万円（2019年３月期）

役職員数
38人（役員３人、正社員24人、パート・アルバイト
11人）

事業内容 総合印刷業

当社の概要
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具体的には次のような状況で

ある。大学１年の時に父親の４

代目社長が医療事故で急逝し、

専業主婦であった母親（現会長）

が５代目として急遽社長とな

った。高校生の時に既に事業承継を決意していた現社長は、

このような状況下、大学は法学部ながら経営学を学ぶ努力も

した。卒業後は、印刷業の経営について学ぶため同業他社で

３年間研修し、印刷工場の現場から営業まで経験を積み 93

年に 25 歳で当社に入社した。 

ところが、仕事への取組姿勢、社内の相互信頼、変化を捉

えて対応する重要性などを学んだ研修先企業に比べて、自社

の組織はモチベーションが低く、規律も乱れ社業への誇りの

なさなど大きな差異があった。このため、経営持続には組織

文化の改革が不可欠な状況と認識した。しかし、経営の勉強にかなり努力をしてきたと

はいえ経験不足であり、古参社員との信頼関係が構築できておらず、経営環境の変化に

対する社内の危機意識も希薄で組織改革は進まず、悩み苦労することになった。 

ただ、さすがにバブル崩壊後の経営環境が厳しさを増していく中で一部の社員は改革

の必要性に理解を示し、５代目社長の母親と少数のこうした社員とともに会社の経営理

念の意味について改めて考えた。そして、会社再生に何が必要なのかを、５項目の「大

川スピリット」として掲げた（図表 17）。当時の組織にはこれらが十分できておらず、

現社長がまず自ら率先して行動して見せ、少しずつだが理解が得られるようになってい

った。顧客重視のためにはクレームの情報も隠さず迅速に共有して対応する必要があり、

発生責任ではなく直ちに的確に報告する責任を重視するなど、経営理念の「情報産業の

中核として信頼に応える技術力と喜びを分かち合えるものづくりの実現」の理解と実践

を図った。従業員と徹底して経営理念について話し合い、社員自身がそれぞれに解釈・

理解し納得することで社内が一体化し、「誰のために」「何のために」の対象も個々の顧

客からさらには地域・社会の課題に広がり、それを「自分事」と捉えて考えるようにな

っていった。こうしたことでモチベーションが高く主体的に行動する従業員の組織とな

り、「老舗だからこそ責任がある」、「ひとつでも多くの幸福を創出することが自分の使

命」などという意識になった。現状維持ではなく主体的に価値を生む変化を創り出して

従業員一人ひとりが社会や人々から必要とされる存在になれば、企業としても持続可能

になるということである。 

第二に、このような経営危機に対する組織文化の改革の中で、本業で具体的に何をす

るのかの部分、すなわち環境印刷での「Social Printing Company」の実現、ＳＤＧｓ

への取組みにつながる根底には、社長が子供時代に近所の自然に親しみ環境・自然への

（図表 17）大川スピリット 

 
（備考）株式会社大川印刷ＨＰより作成 

（図表 18）温度・湿度調整され印刷機が並ぶ工場内 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

１ お客様を大切にする心 仕事は正確・迅速・満足を旨とすること

２ 元気な挨拶から 人の和をはかり、明るい職場づくりに努めること

３ 持続可能な発展をめざして
すべての資本、あらゆるつながりを大切にし、

日々の改革が持続可能な発展の道と心がけること

４ チャレンジする心 現状維持は退歩なり創意工夫に努めること

５ 最高の品質をめざして 自社の製品や技術に誇りと責任をもつこと
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関心が高かったことがある。このため、自らが身を置く印刷業では大量の紙を使い、中

には原料に違法伐採の木材チップが使用されているものもあることや、有害な揮発性有

機化合物を含む石油系インキも使い、環境負荷・健康問題などに違和感を持っていた。

そこで、競争激化で他社が納期短縮や低価格化などに注力する中で、当社は組織風土の

改革とともに 90 年代後半から環境を重視して付加価値を創出する方向に舵を切ってい

った。当初はこうした活動に理解を示す同業や顧客もあまりない状況であったが、01

年頃から社会貢献や環境など社会課題の解決に取り組む人脈ができ、04 年には横浜青

年会議所の活動でＣＳＲを研究テーマとしたことで社会企業家への理解を深め、そこか

ら現在掲げる「Social Printing Company」につながっていった。この結果、経営理念

にある「印刷物の高品質の追求」は、単なる印刷の精度や美しさにとどまらず、環境と

いう側面も含めた安心・安全・健康・持続性などの意味もある高品質の追求になったと

いうことができよう。 

ＳＤＧｓの認知度向上やＥＳＧ投資の流れもあり、ＳＤＧｓに則った印刷物の採用へ

の関心も高まっている。このため、ＳＤＧｓの観点からの当社への昨年度の新規発注件

数は上場企業４社を含め 50 件となった。売上高では、ここ３年間で約 5,000 万円の効

果につながっている。また、当社には子供から社会人まで様々な見学者が年間約 400

人訪れ、08 年からは社会的課題の解決を考える学生をはじめ、これまでに約 60 人イン

ターンシップで受け入れるなどで注目度がアップし、新卒採用にもプラスの効果が出て

いる。外国人が増加する中で、インターンシップの学生の取組みから発展していった４

か国語版の「わたしのおくすり手帳」や、宗教上あるいは食物アレルギー等での料理の

食材チェック用に食材を絵文字で示した「食材ピクトグラム」などは商品化され、「わ

たしのおくすり手帳」では様々な大使館とのかかわりもできた。 

ハ．最大の効果はＳＤＧｓへの取組みが生み出す組織力の向上 

大川社長は、既に達成済みの自社の活動からの温室効果ガス（ＧＨＧ）の直接排出（ス

コープ１）と他から供給される電力等の使用に伴うＧＨＧの間接排出まで含めたゼロカ

ーボン化（スコープ２）から、今後、さらに環境印刷を進めるべくサプライチェーン全

体を通じたＧＨＧ排出のゼロ化（スコープ３）に挑戦していく。算出の結果、スコープ

３でのＣＯ２排出量は年間 1,900 トンあり、このゼロ化を目指すことになる。既に、印

刷用紙ではゼロカーボン紙を供給する製紙メーカーを確認しており、インキメーカーに

ついても調査し対応していく。大川社長は、苦しいからこそ、中小企業だからこそＳＤ

Ｇｓで事業を再考し、本当に必要とされる価値をどう創出するのかを考えるべきとして

いる。大上段に構えることなく、本業とＳＤＧｓとの関係を従業員に身近な事での気付

きからアプローチして「見える化」し、自分事として興味・関心のあるものにして継続

性・主体性を持った息の長い取組みにする。それが、経営理念の真の理解、主体性・積

極性・多様性のある従業員・組織という、変化をとらえて常に新たな価値を創造し持続

性のある経営をもたらす重要な要素の形成に結びつくということであろう。 
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（３）株式会社虎屋本舗…本業と社会貢献の一体化が創出する事業継続力 

イ．企業概要 

当社は、元は高田屋という屋号で兵庫の廻船問屋で

あった。福山に移り、1620 年に菓子匠を創業、1622

年に福山城築城の茶の湯の会に献上した饅頭を藩主

から賞賛されたことを機に、福山藩御用菓子司となっ

た。1750 年に８代目当主が現在も人気ナンバーワン商

品の虎の模様のようなふわりとした食感のどら焼き

を「虎焼」として発売し、屋号も「高田屋」から「虎

屋」に変えた。1965 年には戦後の虎屋復興に尽力し若

い頃に渡仏経験もあった 14 代目が洋菓子製造にも進

出し、現社長は 16 代目で来年には菓子匠創業から 400

年という老舗企業である。 

直営店を広島県内で福山市９店と府中市に１店の

計 10 店、岡山県で岡山市と井原市にそれぞれ１店の計２店、

合計 12 店を展開している。役職員数 87 人、19 年２月期年商

５億 3,000 万円で売り上げの７割が直営店舗、残り３割が都市

圏の百貨店などでの販売となっている（図表 19、図表 20、図

表 21）。 

当社は伝統や人を大事にする経営を旨とし、94 年に就任し

た 16 代目の現社長は、虎屋の精神、すなわち「和魂商才」「商

人道十訓」（図表 22）をベースに伝統とともに常に社会ニーズ

の変化にも対応を図るバランス経営に注力している。 

実際に、ＣＳＲやＳＤＧｓ、革新的な商品開発、和菓子や地

域の伝統・文化の伝承など様々な活動を行っている。これらの

取組みは、09 年に厚生労働省の「高齢者雇用開発コンテスト」

特別賞受賞、14 年には経済産業省の「ダイバーシティー経営

100 選」受賞と観光庁の「全国お土産グランプリ」で「たこ焼

きにしか見えないシュークリーム」が準グランプリ受賞、15

年には同じく「全国お土産グランプリ」で「てまりすし」がグ

ランプリ受賞、そして、18 年に「2018 国際平和のための世界

経済人会議」8の広島ＳＤＧｓビジネスコンテスト優秀賞受賞

と外務省の「第２回ジャパンＳＤＧｓアワード」パートナーシ

                            
8
 主催は広島県、独立行政法人国際協力機構中国センター、公立大学法人県立広島大学で、ビジネスと平和構築のあり方や核兵器のない平和な世界

実現のため効果的な情報発信と国際世論を喚起すべく、経済界と連携を図る会議。2018 年はミッテラン元フランス大統領特別補佐官や欧州復興開

発銀行の初代総裁などを歴任したジャック・アタリ氏が基調講演を行った。 

（図表 19）株式会社虎屋本舗の概要 

 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表 20）16 代目の高田信吾社長 

 
（備考）株式会社虎屋本舗提供 

（図表 21）創業 400 年の来年 

17 代目社長となる高田海道副社長 

 
（備考）株式会社虎屋本舗提供 

社　　名 株式会社虎屋本舗

代 表 者 代表取締役　高田信吾（16代目）

所 在 地 広島県福山市曙町１-11-18

創　　業 1620年（設立1952年）

資 本 金 4,000万円

年　　商 ５億3,000万円（2019年２月期）

役職員数 87人（役員4人、正社員36人、パート47人）

事業内容 和洋菓子製造販売

当社の概要
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ップ賞受賞などの結果にも結びついている。マスコミにも頻繁に取り上げられ、パブリ

シティ効果は絶大である（図表 23、図表 24）。 

ロ．商人道が源流の本業に実装されたＣＳＲ・ＳＤＧｓ 

現社長が利益中心の欧米型ではなく商人道にある社会

や倫理面も考えた日本型経営を中心に据えている背景に

は、次のようなことがあったと推察される。すなわち、事

業を承継するつもりはなく大学卒業後は大阪のアパレル

企業に勤務していた社長が、90 年に先代の危篤を機に和

菓子作りの技術や経営の知識・経験のないまま 27 歳で家

業に入り、伝統の重みの中で方向性やなすべき事を明確に

見出すまでの当初の 10 年間の様々な苦労や悩みの経験、

他企業の経営者などからの積極的な学びなどである。 

また、社長は当社の商人道には「店主率先垂範、御法を

守り、我が身慎み、道を標す」（企業統治、法令順守：コ

ーポレートガバナンス）、「富の主は天下の人々なり。売り

て悔やむ事、商人の極意と申す事よくよく納得せよ」（顧

客第一主義、顧客満足：カスタマーサティスファクション）、

「誠の商人は先も立ち、我も立つことを思うなり」（三方

良し：ステークホルダーとのＷｉｎ-Ｗｉｎの関係）、「商

人の売買するは天下の相なり」（社会との共生、利益は社

会貢献の結果）などＣＳＲに通じるものがあるとし、ＣＳ

Ｒを「企業の社会的貢献経営」と定義している。 

具体的な取組みとしては、和菓子作りでの高い技術など

で高齢者を積極的に戦力とするため可能な部分を機械化

し高齢者の負担軽減を図る環境整備をしたうえで 70 歳定

年としその後も雇用（全従業員に占める 60～70 歳代の比

率は 46％、現在最高齢者は 77 歳）、女性やパートの積極

的な活用でもパート社員から店長への起用や個々の事

情・能力などに応じた働き方の導入（女性従業員比率 76％）、

確かな伝統技術があるからこその「そっくりスイーツ（フ

ェイクスイーツ）」という革新的商品や地産スイーツの開

発、地元イベントへの協賛、参加者が年間約 2,000 人にの

ぼる和菓子教室開催による和菓子と郷土の伝統文化の伝

承（図表 25）、中学生から大学生・専門学校生を対象とし

た講演活動、社会科見学やインターンシップ等の受入れ、

資源回収・地域清掃など多彩である。 

（図表 22）商人道十訓 

 
（備考）１．百行は各種の職人、肆は仕事場の意味 

２．株式会社虎屋本舗ＨＰより信金中央金庫 地域・

中小企業研究所作成 

（図表 23）フェイクスイーツの「たこ焼きにしか

見えないシュークリーム」と「てまりずし」 

 

 
（備考）株式会社虎屋本舗ＨＰより 

（図表 24）第２回ＳＤＧｓアワード授与式 

 
（備考）株式会社虎屋本舗ＨＰより 

１ 先義後利

２ 富の主は天下の人々なり

３ 百工は肆(し)に居て其の事を成す

４ 正直　勤勉　調和　堅実　倹約

５ 新しきは我発明する所なり

６ 一日一新

７ 誠の商人は先も立ち我も立つ

８ 我が道は一をもってこれを貫く

９ 一銭軽しと云うべきに非ず

10 商人の売買するは天下の相なり
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社長は、和魂商才・商人道をベースとして社会ニーズ

から何が求められているのかを見極め、活動に反映させ

てきた。状況によりこれを強く行うのか地味に行うのか

だが、現在のような変化の時は強く打ち出す時期と認識

して取り組んでいる。 

基本的に、社会性・公共性を重視し、しかもそれは要

請されてではなく自主的・自発的に取り組んでいる。そ

の根底には、ＣＳＲは持続発展のチャンス、攻めのツー

ルとして経営革新につなげなければ取り組む意味がな

いという考え方がある。つまり、企業として正しい姿を

見せ存在価値を認められなければ、持続的に成り立って

いくことはできないということであろう。 

ＳＤＧｓについては副社長が

17 年に通っていたビジネススク

ールで知り、本業をさらに進化さ

せるためのツールとして活用す

べきと考えた。そこで、自社でや

ってきた上記のような様々な取

組みの内容をＳＤＧｓの 17 の目

的に照らし、位置づけや関連性を

明確化して顧客や地域、従業員そ

の他のステークホルダーにもわ

かり易く整理・発信した。これが、

地域と共同での新商品開発・瀬戸内のブランディングなど地域と共存し価値の共創で本

業を進化させるＣＳＲ・ＳＤＧｓの深耕となっている（図表 26）。 

ハ．変化に対応する地域との価値共創がもたらす真の事業継続性 

ＳＤＧｓについて、若手の従業員は「おもしろい活動」、高齢従業員は「昔からやっ

ている事と変わらない」といった反応ということである。すなわち、社長が目指す伝統・

社会性など守るべきはしっかり継承し、同時に時代の変化に合わせた革新性にもチャレ

ンジし、社会にとって有用な存在という方向性で事業が推進されているといえよう。 

当社の取組みは、03 年発売のフェイクスイーツ以来、マスコミ等で注目されてきた

が、最近はダイバーシティ経営、ＣＳＲ、ＳＤＧｓ、社会貢献、郷土・地域の伝統継承

や活性化など社会性をテーマとした内容に変化し、消費者もこうした側面に興味を持つ

ようになったと感じているとのことである。確かな品質やサービスはもちろん、地域で

の密度が高く社会性・ストーリーのある活動を本業と関連させ実行していく攻めの経営

は、人口減少など厳しい環境下でも持続性を確かなものとする強力な武器と考えられる。 

（図表 25）子供の和菓子体験、大人の和菓子体験 

 

 
（備考）株式会社虎屋本舗提供 

（図表 26）株式会社虎屋本舗の本業を進化させるＳＤＧｓ活動 

 
（備考）株式会社虎屋本舗ＨＰより 
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３．中小企業事例からのＳＤＧｓ実践への示唆と取組みのヒント           

（１）事例３社のＳＤＧｓの実践からの示唆 

図表 27 は、事例３社の実効性あるＳＤ

Ｇｓの実践におけるポイントと考えられ

る点である。 

まず、①の企業に不可欠な社会性と②

の長期的視点や持続性、共創価値の重視

である。老舗企業の株式会社大川印刷の

大川社長と株式会社虎屋本舗の高田社長

は、事業承継に際して準備が十分にでき

ていない状況で、経営理念をどのように

理解し具体的にどう経営に生かすべきか、

技術・技能の伝承、従業員との信頼関係

構築や組織の舵取りなどに苦慮し、試行

錯誤した。その結果、企業の存続には環

境など社会的な課題解決に貢献し、顧客

や社会から真に評価される存在価値を創

出していくことが不可欠という考え方に

至った。 

一方、株式会社日本フードエコロジー

センターの高橋社長は、子供の頃からの

自然や生き物への思いから環境について

の問題意識が強く、その解決に並々なら

ぬ意欲があった。このため、獣医師資格を取得しベンチャー企業を起こして外部資源も

活用し液状発酵飼料の技術を開発した。そして、事業化段階では大手私鉄グループで実

現させ、さらに、目的達成には液状発酵飼料の生産はもちろん、食品リサイクル・ルー

プ全体の仕組みの構築をスピード感を持って行うことが必要と判断するや、会社分割で

独立をするなど柔軟性・積極性・行動力を発揮し次々に手を打っている。自らのミッシ

ョン遂行のために起業から成長へと向かうまだ若い企業で、大川社長や高田社長のよう

な老舗企業ではない。しかし、企業には社会の構成員としての相応しい経営行動により

変化にも対応し、ステークホルダーや社会の価値向上に貢献しつつ経営的に成立させる

社会性、すなわち、環境への配慮や社会との共存が不可欠で、それがあって長期的に存

続していけるとの考え方は共通している。 

これは、ＳＤＧｓの説明でよく登場するハーバード大学経営大学院教授で著名な経営

学者であるマイケル・ポーター博士が 11 年に提唱した ＣＳＶ
シーエスブイ

（Creating Shared Value：

（図表 27）事例３社のＳＤＧｓの実践におけるポイント 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

①
持続性のある経営のためには、企業としての社会
性が不可欠と認識

②

①と関連して、目先や自己利益を最優先する、根
本課題の先送り、対症療法で表面的なその場しの
ぎの経営などとは対極の長期的視点、持続性、ス
テークホルダーとの共創価値などを重視

③
①、②による存在意義・創出価値を明確にし、社
内での理解促進がなされ従業員が主体的・積極的
にＳＤＧｓの取組みに関与

④

③のように主体的・積極的取組みとなっている背
景には、３社ともＳＤＧｓやＣＳＲ、ＣＳＶに近
い考え方や行動がもともとあった上で、そこにこ
れらの言葉・定義が登場したことで、自社のあり
方や考え方をより明確に整理し、わかり易くこれ
を伝えるツールとして活用

⑤

ＳＤＧｓの取組みが本業そのものとして実装さ
れ、社会貢献が経営として成り立つ仕組みとなっ
ている。ＳＤＧｓの実効性や持続性という意味で
極めて重要

⑥

社内だけでなく、ステークホルダーをはじめ社会
に対する情報発信にも注力している。受賞やマス
コミ等への対応なども含めてパブリシティ効果、
ＳＤＧｓへの理解促進にも大きく貢献

⑦

④の一環という言い方もできるかもしれないが、
児童生徒から社会人まで幅広くＳＤＧｓや自社の
取組み、伝統文化などについて見学や講演、ワー
クショップ、インターンシップなど様々な学習や
価値共創などの場を積極的に提供している。これ
は、社内のモチベーション向上、人材育成、人材
採用などでも大きな効果を発揮

⑧

⑦の背景のひとつには、ＳＤＧｓが小学校から大
学まで教育の場で取り上げられるようになったこ
とから、児童生徒・学生における認知度が比較的
高いとの認識がある。事業に直接関係する利害関
係者や社会人だけでなく、幅広く社会的課題やＳ
ＤＧｓ、自社の取組みなどへの理解促進が重要と
理解
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「共有価値の創造」、「共通価値の創造」等と訳される）9に近いものともいえよう。

奉仕活動のような社会貢献とは違い、社会課題の解決が経営面でも価値を生む。経済性、

社会性の両面を成り立たせ持続性や競争力を高め価値を創出するのがＣＳＶである。 

③のＳＤＧｓの個々の従業員への浸透による主体的・積極的関与である。３社とも、

自己利益最優先や対症療法で表面的にその場をしのぐことに終始するような短期的な

経営ではなく、顧客、仕入先、販売先など一連のサプライチェーンのステークホルダー、

さらに社会まで含めて持続性を考え、実効性向上のため経営理念を社内全体に浸透させ

ている。そのために社内外から広く認められる経営理念とその実現にブレない経営者の

姿勢・実行力、従業員に理解・納得を得て主体的な行動につなげる高いモチベーション

をもたらすコミュニケーション力、社外に対してもこれらを積極的に伝える情報発信力

などがあり、持続性ある経営という結果に結びつけている。経営者のＳＤＧｓへの意

欲・使命感が本物だからこそ、社内全体に強く浸透しているということであろう。 

④のそもそもの経営に対する考え方にＣＳＲやＳＤＧｓが一致したという点である。

大川社長と高田社長は、老舗企業の伝統の重みの中で変化に対応するために自社の存在

価値をあらためて明確にしていき、それがＣＳＲやＳＤＧｓの考え方にほぼ一致してい

た。一方、株式会社日本フードエコロジーセンターは若い企業で、高橋社長は、自然・

環境を守ることと事業を両立させる仕組みを、食品分野のリサイクル・ループで構築す

ることに当初から強い意欲を持つベンチャー企業経営者といったことになろう。実は、

高橋社長は大学時代に自ら立ち上げた環境ボランティア団体の活動で、第１章のＳＤＧ

ｓへの流れで触れた 92 年の「国連環境開発会議（地球サミット）」の折にリオ・デ・

ジャネイロを訪れた。そこで会議の主旨にあった「持続可能な開発計画」、すなわち、

人間と自然が共生する社会を創出するということが自分の考えてきたことと重なり、事

業を成立させつつ環境も守ることを自ら実践して社会を変えていく考え・覚悟が具体的

に固まっていった。すなわち、持続性のある循環型社会のために、食品におけるリサイ

クル・ループを構築することである。液状発酵飼料の事業は、そのための重要なパーツ

であるが、リサイクル・ループ全体が成り立つことも考える必要がある。だからこそ、

食品廃棄事業者への指導や畜産農家の営業支援、豚肉のブランド化などリサイクル・ル

ープの他の部分にも積極的に関与し、また、さらなるノウハウ蓄積・実験・ＰＲの場の

意味があると思われる「サスティナブルファーム」の実現にも取り組んでいる。 

３社ともにＳＤＧｓがまずあり、これに共感して取組みを始めたというより、元々同

様な考え方で事業に取り組むことに意義や使命感を見出していた。そこにＳＤＧｓとい

った枠組みができ、17 の目標や 169 のターゲットをツール・指針として活用すること

で事業を再考・整理し、目標やなぜ取り組むのか、そのために具体的に成すべき事など

                            
9
 2014 年版中小企業白書第３部第５章第３節ｐ439 で「ＣＳＶは、企業の事業を通じて社会的な課題を解決することから生まれる「社会価値」と「企
業価値」を両立させようとする経営フレームワークである。マイケル・ポーターの提唱した CSV では、共通価値の概念について「企業が事業を営
む地域社会や経済環境を改善しながら、自らの競争力を高める方針とその実行」と定義している。また、そこではコストを踏まえた上で社会と経
済双方の発展を実現しなければならないという前提の下、「社会のニーズや問題に取り組むことで社会的価値を創造し、その結果、経済的価値が
創造されるべき」というアプローチを提唱し、「企業の成功と社会の進歩は、事業活動によって結び付くべき」としている。 
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を明確でわかり易くストーリー化して情報発信し、コミュニケーションを行い、社内外

の理解・評価を得て取組みを大きく進展させている、ということではないだろうか。 

⑤のＳＤＧｓの本業への実装である。３社の取組みは、いわゆるボランティアでの奉

仕活動のような社会貢献ではなく、本業での利益が伴うことで、持続的に社会的課題を

解決していける価値を生み出すものである。組織の構成員や外部のステークホルダーま

で巻き込み、そうしたステークホルダーの価値向上や持続性にも資するものとなり、取

引先企業・自治体や消費者などから選択・評価される差異化のポイントともなる。 

ちなみに、一般社団法人経済広報センターの全国の様々な職種、世代を対象とした生

活者アンケート「ＳＤＧｓに関する意識調査」（調査機関 19 年１月 24 日～２月４日

1,455 人）によれば、「ＳＤＧｓに取り組んでいる日本企業の製品・サービスの利用」

について「利用したい」が 86％（「利用したいと思う」45％、「やや思う」41％）に

達しており、今後、ＳＤＧｓへの注目度はさらに高まろう。ただし、存在価値につなが

る持続性のある社会性と経営の両立は、本業への実装なしに期待しにくいのは当然であ

る。サプライチェーンにかかる対応要請の可能性が比較的高い製造業などのＢtoＢの企

業だけでなく、環境や安心安全、健康などに配慮する消費者・生活者の考え方にも合致

しているため、製商品やサービスを直接最終消費者に提供するＢtoＣの企業にとっても

ＳＤＧｓの視点は重要性が高く、変化に対応するビジネスチャンスのヒントともなる。 

⑥⑦⑧の様々な情報発信や啓蒙活動である。社内外にＳＤＧｓへの取組みの主旨や内

容、目標、経過、結果などを積極的にアピールすることで、社内的には理解の促進や取

組みへの意欲などモチベーションの向上・人材育成などの効果を事例から指摘できる。

また、積極的に情報発信することで社外からの理解・認識の促進がその企業のブランド

化に寄与し差異化が図られている。会社見学やマスコミの取材などは従業員のモチベー

ション向上やパブリシティの効果が大きい。また、最近は学生の環境意識やＳＤＧｓの

認知度はかなり高いようであり、見学や講演の機会、目的意識の高い学生を対象とした

インターンシップなどは、意欲的な学生の就職における企業選択に効果があり、また、

理解者としてファンや顧客となっていくことなども期待される。 

（２）中小企業がＳＤＧｓへの対応をスタートするための事例企業からのヒント 

このように、より社会にとって存在価値の高い事業へのステップアップや新たなビジ

ネスチャンスなどを通じた持続的な経営へのツールとして有効と考えられるＳＤＧｓ

であるが、中小企業はどのようにＳＤＧｓを経営に取り込んでいけばよいのか。 

まずは 17 の目標と 169 のターゲットについて確認し、具体的な社会的課題や取り組

むべき事などの具体的なイメージを持ってほしい。そして、現在の自社の事業について

ＳＤＧｓの17の目標や169のターゲットとの関連付けを考えてみるということがある。

事例企業のようにＣＳＲなどに取り組んでいるなど根本の考え方・意味付けが既にしっ

かりあった上でＳＤＧｓをツールとして取組内容を整理し、実行していく場合は比較的

スムーズであろう。ただし、そうでない場合も含めて、現在の事業を 17 の目標や 169
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のターゲットに関連付けたが、具体的な目標設定となっていない、目標は設定してもそ

の実行性や結果に結びつかない、などとならないように注意が必要である。特に、誇張

された内容であるなど実態と大きな乖離があると、場合によっては「ＳＤＧｓウォッシ

ュ」10とされ、むしろ信用・信頼・評判を失墜させる恐れもある。取り組まないリスク

とともに、このような否定的な評価・評判が業績を悪化させるレピュテーションリスク

は避けねばならない。 

関連付けても現状のままでは不足・不十分な点は当然あるはずで、重要なのは必要な

修正・見直しでの具体策とその実行である。つまり、ＳＤＧｓをツールとして、事例企

業にも見られるようにあるべき姿を明確化し、それを目指す道筋を考えることでこれま

で以上に価値を創出していくためのステップを具体的・着実に進めていくことである。 

環境やその他の社会性という視点でも考えてみることで、これまで気付かなかった問

題点、課題、持続性のあるビジネスチャンスも明らかになるはずである。経営者だけで

なく、ＳＤＧｓ担当者、さらに全従業員といった多様な視点で考えることも理解や気付

き、実効性のある対応策には重要である。株式会社大川印刷では、全従業員が参加する

ことで、多様な目で見た様々な気付きがあり、たとえば子育てや家族など身近なことか

ら発想することで自分事に置き換えて考え、皆が当事者意識・主体性を持ち効果的で無

理なく着実に前進させている。とりわけ経営資源の限られる中小企業では、最初から多

数の目標ではなく、手を付けやすいものから計画的になど工夫すればよいだろう。 

たとえば、中小企業にはハードルが高いと感じる向きには、実際に目標・ターゲット

の設定と結果につながる取組みとはするが、まずは過大な負荷とならない寄付のような

ものからトライしてみるのもよいかもしれない。ただし、その取組みの道筋と効果を具

体的に表し、前節の⑤で述べた目標・ターゲットが本業の活動とどう関連付けられるか

説明できることは不可欠である。たとえば、乳幼児製品の製造会社が目標３の「保健：

全ての人に健康と福祉を」と「成長・雇用：働きがいも経済成長も」を掲げ、「寄付を

通じて開発途上国の乳幼児のワクチン接種を支援する。寄付つき商品の商品力向上や販

売拡大に女性や高齢の社員の発想・能力を積極的に活用し生産性向上を図り、３年後ま

でに少なくとも○○人分の支援を達成する。また、広報面でも今期中にあり方を見直し、

パブリシティを含めて自社製品の機能だけでなく環境への配慮やワクチン接種支援の

主旨・内容を積極的に情報発信していく。」といった説明である。 

また、ＳＤＧｓは 2030 年に達成すべき長期目標だが、目先の対応の必要性などでど

うしても困難さが先に立ち、長期的視点に立ちづらいこともあろう。こうした短期指向

から脱却するためには、すぐに結果を求めたり、現状を前提とするフォーキャスト思考

ではすぐに行き詰りかねないので、そうした議論は一旦横におく。そして、まずはある

べき姿を想定し、それに向けて何をなすべきかというバックキャストの発想で考え、無

                            
10
 ウォッシュは上辺だけ取り繕う「ホワイトウォッシュ」から来ている。実態が伴わず、上辺だけＳＤＧｓに対応しているような見せかけをして
いることをいう。 
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理のない範囲からステップを踏んで設定した目標達成を目指す。もちろん、長期だから

と具体性に欠けるなどではウォッシュとみなされかねない。最終目標とともに、途中経

過の目標を設け経過の見える化が不可欠である。実行段階では評価結果と状況に応じて

納得性のある目標値や策に必要な修正をしていく。 

ただし、達成のための困難性の軽減、解決のために、自社の内部資源だけでなく産学

官や地域などの様々な外部資源の活用・協働、つまり、目標の 17 にある「パートナー

シップで目標を達成しよう」の工夫・努力はすべきである。これが新たな気付きやビジ

ネスチャンスなど展開の可能性を広げよう。そのためにも情報のネットワークは重要で

ある。事例の３社でも、様々な人脈など外部資源の活用はいずれも積極的に行っていた。 

おわりに                                    

本稿の３社の取組事例から、ＳＤＧｓは中小企業にも無縁ではなく、継続性のある事

業を構築する成長のツールととらえることができる。リスクの把握と事前の対応という

守りと、積極的にビジネスチャンスをとらえ、顧客などステークホルダーから高く評価

される価値を見出し、在ってほしい・なくてはならない存在として持続性を高められる

ことを示している。ＳＤＧｓは、年間 12 兆ドルの価値、30 年までに 3.8 億人の雇用を

生み出すとの試算もあるが、チャンスを生かせるかどうかは個々の企業の考え方と行動

次第である。現状では、大半の中小企業経営者のＳＤＧｓへの理解が不足しているよう

だが、単なる社会貢献ではなく、こうした本質を疎かにしない経営こそが「持続性のあ

る本当の稼ぐ力」には最も重要ではないだろうか。若者世代が環境への興味やＳＤＧｓ

の認知が比較的高いと述べたが、ミレニアル世代 11はＳＤＧｓネイティブとも言われて

いるようである。こうした世代が消費者や従業者、経営者などとして社会の中核を担っ

ていくことからも、中小企業にＳＤＧｓは無関係とはいえないのではないだろうか。 

以 上 

                                                     （藤津 勝一） 
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・The United Nations Global Compact、Global Reporting Initiative、World Business Council

『ＳＤＧ Ｃｏｍｐａｓｓ ＳＤＧｓの企業行動指針－ＳＤＧｓを企業はどう活用するか－』
（2016 年３月）  

・一般社団法人企業活力研究所『社会課題（ＳＤＧｓ等）解決に向けた取り組みと国際機関・政府・
産業界の連携のあり方に関する調査研究報告書』（2017 年３月） 

・環境省『すべての企業が持続的に発展するために－持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ
エスディージーズ

）活用ガイド』
（2018 年６月改定） 

・関東経済産業局『中小企業のＳＤＧｓ認知度・実態等調査結果』（2018 年 12月） 
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年２月） 

・経済産業省『ＳＤＧｓ経営ガイド』（2019 年５月） 
 

                            
11
 元々は 1981 年から 96 年に生まれた世代のこと。最近は 80 年代以降の生まれや、2000 年代に成人となった世代とすることもあり、24 歳くらい
までの若い層をポストミレニアル世代とも言う。特徴として、デジタルネイティブで健康志向、コト消費重視、多様な価値観に柔軟な姿勢、他人
との共感やつながりを重視、ポストミレニアル世代はボランティア精神やグローバル志向、チャレンジ精神などがある。「地域社会の改善」「環
境の改善・保護」などを重要とし、雇用主については「収益創出」「効率性追及」を優先していると見ておりギャップが大きいとの指摘もある。 

 本レポートのうち、意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。投資・施策実施等についてはご自身の
判断によってください。 
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【産業企業情報バックナンバーのご案内】 

号 数 題   名 発行年月 

２９－１７ 
経営持続に不可欠な中小企業経営者の企業家としての役割 
－生産性向上による稼ぐ力を常に意識する企業家マインドこそがカギ－ 

2018 年 ２月 

２９－１８ 
中小企業の経営改善のための資金繰り支援への挑戦 
－ＡＩ（人工知能）を取り入れながら地域金融機関向けへ展開－ 

2018 年 ３月 

２９－１９ 
中小企業における経営者の健康管理と事業の承継 
－経営者の健康問題を事業継続の危機につなげないために－ 

2018 年 ３月 

２９－２０ 
事業承継問題の陰に潜む“技能･ノウハウ”の承継問題 

－経営者のバトンタッチだけでは完結しない現場レベルの承継問題を考える－ 
2018 年 ３月 

２９－２１ 
中小企業の「稼ぐ力」④ 

－地域密着による「稼ぐ力」への挑戦－ 
2018 年 ３月 

３０－１ 
中小企業の円滑な事業承継に向けた課題解決への挑戦 

－中小企業の事業承継を巡るさまざまな課題解決支援に向けて－ 
2018 年 ４月 

３０－２ 
電子記録債権を活用したフィンテックサービスへの挑戦 

－中小企業の資金繰り改善支援に向けた取組み－ 
2018 年 ４月 

３０－３ 
ＡＩ技術を活用した商標検索・出願サービスへの挑戦 

－中小企業におけるスムーズな商標出願の促進に向けて－ 
2018 年 ５月 

３０－４ 
生産性を向上させる新市場展開の中小企業事例からのヒント 

－固定観念にとらわれないターゲットの再認識と提供価値の適合化がカギ－ 
2018 年 ６月 

３０－５ 
ＡＩ技術を活用した宿泊料金決定システムの普及への挑戦 

－旅館・ホテル業界に新たな風を巻き起こす－ 
2018 年 ６月 

３０－６ 
中小企業における「人材活用」① 

－「シニア」の活躍による生産性向上への期待－ 
2018 年 ６月 

３０－７ 
千年企業の継続力 

－なぜそれほど長期にわたって事業を継続することができるのか－ 
2018 年 ７月 

３０－８ 
信用金庫の視点でひも解く 2018 年版中小企業白書・小規模企業白書 

－今こそ中小企業に求められる生産性向上－ 
2018 年 ７月 

３０－９ 
住宅購入希望者の夢をかなえる“住宅ローンテック”への挑戦 

－地方圏を中心に地域金融機関との戦略的提携を目指す－ 
2018 年 ８月 

３０－１０ 
「働き方改革」を中小企業の成長力強化に結びつけるためのヒント 
－働きやすい環境整備がもたらす従業員の活性化が生産性をアップ－ 

2018 年 ９月 

３０－１１ 
中小企業における「人材活用」② 
－「女性」の活躍による生産性向上への期待－ 

2018 年 ９月 

３０－１２ 
「貯蓄から投資へ」を後押しするオンライン証券の挑戦 
－投資家層のすそ野拡大に向けて－ 

2018 年 10月 

３０－１３ 
中小企業における「人材活用」③ 

－「外国人」の活躍による生産性向上への期待－ 
2018 年 12月 

３０－１４ 
信用金庫による事業承継支援の在り方とは 
－中小企業の“身近な存在”として期待に応えていくために－ 

2018 年 12月 

３０－１５ 
「誰もが無理なく簡単に」投資できる資産形成サービスへの挑戦 
－「すべての人を投資家に」の実現に向けて－ 

2019 年 ２月 

３０－１６ 
ＢＣＰ（事業継続計画）への取組みを「稼ぐ力」に生かす中小企業 
－中小企業の身の丈に合った実効性と収益力向上をもたらす BCP へのﾋﾝﾄ－ 

2019 年 ３月 

３０－１７ 
急速に注目を集めるＭ＆Ａプラットフォーム 
－支援ツールのひとつとしての活用の可能性を探る－ 

2019 年 ３月 

３０－１８ 
中小企業における「人材活用」④ 
－「働き方改革」による生産性向上への期待－ 

2019 年 ３月 

2019－１ 
中小企業の「継続力」を考える① 
－“親族間のバトンタッチ”で受け継がれる企業家精神－ 

2019 年 ６月 

2019－２ 
中小企業における経営者の健康リスクについて 
－第 171 回全国中小企業景気動向調査より－ 

2019 年 ７月 

＊バックナンバーの請求は信金中央金庫営業店にお申しつけください。 
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○レポート等の発行状況 

発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

19.7.3 内外金利・為替見通し 2019-4 金融市場の動きいかんでは、日銀が追加緩和に踏み切る可能性も 

19.7.4 ニュース＆トピックス 2019-24 不透明感高まる原油相場 

19.7.11 ニュース＆トピックス 2019-25 
中小企業における人手不足と働き方改革 

―第 176 回全国中小企業景気動向調査より― 

19.7.12 中小企業景況レポート 176 

4～6 月期業況は小幅改善ながらも先行きにはやや慎重 

【特別調査－中小企業における人手不足の状況と働き方改革へ

の対応について】 

19.7.17 金融調査情報 2019-4 
女性職員の活躍拡大への取組み 

－湘南信用金庫の制服廃止－ 

19.7.24 産業企業情報 2019-2 
中小企業における経営者の健康リスクについて 

－第 171 回全国中小企業景気動向調査より－ 

19.7.25 ニュース＆トピックス 2019-26 
先行き不安が広がる中国経済 

－米中貿易摩擦の悪影響から政府目標の下限近辺に－ 

19.7.26 内外経済・金融動向 2019-2 
高齢者の暮らし向き・生活様式の実態を探る 

－高齢者の就業構造・収支状況・日常生活行動や入院・介護等

 

19.7.30 金融調査情報 2019-5 
高齢社会に対応した成年後見サポートへの取組み 

－沼津信用金庫の事例から考える信用金庫による地域貢献－ 

19.7.31 全国信用金庫概況・統計 2018 年度 － 

○講演等の実施状況 

実施日 講 演 タ  イ  ト  ル 主     催 講演者等 

19.7.12 「協同組織金融機関」の意義 
小樽商科大学 

（北海道信用金庫提供講義） 
松崎英一 

19.7.17 信用金庫の役割について 
金沢星稜大学 

（石川県信用金庫協会提供講義） 
松崎英一 

19.7.18 
元気が出る！中小企業の経営事例 

－環境変化に果敢に挑む中小企業経営者－ 
しまね信用金庫 鉢嶺実 

19.7.26 内外経済・金融市場の現状と今後の見通し 長野県信用金庫協会 奥津智彦 

 

＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 
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